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はしがき
これまでわが国の国立公園研究において，国立公園財政について本格的
に検討した論文をみたことがない。それほどわが国の国立公園研究は遅れ
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ていると指摘できる。
例えば，加藤峰夫（『国立公園の法と制度』2008年，古今書院）をみて
も，国立公園財政を論じた章がないだけでなく，国立公園財政に言及した
個所も皆無である。いくら制度を論じても制度の財政について論じないと，
制度の真の実態はつかめない。また最近出版された畠山武道・土屋俊幸・
八巻一成［編著］『イギリス国立公園の現状と未来』（2012年，北海道大学
出版会）も，これまでにない本格的なイギリス国立公園の研究でありなが
ら，何故かここでもイギリス国立公園の財政分析を完全に欠いている。例
外的にピークディストリクト国立公園を論じた章で４行にわたって2007
／2008年の予算額が指摘されているだけである。
これは，日本の国立公園研究において，国立公園財政について如何に無
関心であるかを証明するものであり，また日本の国立公園研究の遅れと貧
しさを現わすものである。
本稿の課題は，すでにこれまで私が度々一般的に指摘してきたわが国の
貧弱な国立公園財政について，高度成長期にける国立公園財政の貧弱な構
造をやや詳しく立入って分析し，改めてその問題点を摘出してみることで
ある。
本稿の分析の結論をあらかじめ指摘すれば，第１に，高度成長期におけ
る国立公園制度は，日本政府の基本政策に災いされて，歴史的に貧弱であ
った国立公園財政の特質を克服することができなかったということであ
る。第２に，高度成長期における国立公園制度は，貧弱な国立公園財政の
もとでも，国立公園の国民的な利用に供するという自然公園法の目的の一
つに固執して，国立公園施設をある程度は整備しえたということである。
第３に，しかし高度成長期における国立公園制度は，貧弱な国立公園財
政のために，国立公園の自然，景観を十分に管理，保護して，国立公園の
国民的な利用による自然の破壊，環境の汚染，景観の毀損を防御しる財政
的措置を講じてこなかったということである。
第４に，伝統的に貧弱な国立公園財政を克服する方策について，示唆さ
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れることがあったが，十分な議論がなされなかったということである。
本稿は，そうした高度成長期における国立公園制度の脆弱さをもたらし
た国立公園財政の貧弱な構造を摘出し，今後の国立公園制度の在り方を考
える参考資料としたい。
１　わが国の貧弱な国立公園財政の確認
私は，これまで拙著『国立公園成立史の研究』において日本の国立公園
制度が，財政の手当てに乏しく，貧弱な安上がりの構造をもって形成され
ことを明らかにした。さらに拙著『自然保護と戦後日本の国立公園』にお
いて，戦前形成された貧弱な安上がりの国立公園の財政構造が，戦後に復
活した国立公園制度においても維持されてきたことを証明してきた（1）。
高度成長期における国立公園財政の貧弱で安上がりな構造については，
すでに，拙稿「高度成長期における脆弱な国立公園行政管理機構―高度成
長期国立公園制度の研究（２）」において一般的に指摘し，その原因が，政
府の国立公園政策への無理解にあったとみなしてきた（2）。
1957年，自然公園法が施行されて，田村剛は，政府の国立公園財政の本
質について，つぎのように指摘した。
「国立公園に対する国家の関心は，決して十分だとはいえない。久しく国
立公園は日本政府の孤児であるとか，生みっ放しで育て方をしらないとか
非難されて来たものだが，国家の関心を示す尺度たる予算面について見る
と，国立公園部の予算は本年度で１億8000万円，うち国立公園国定公園に
対する施設費は１億円にすぎない。厚生省の全予算の600分の１位のもの
である。これは一体どうしたことだろうか。」
田村剛は，とくに国民的な利用の面から，「国立公園の施設整備」が著し
く立ち遅れており，また「広大な自然公園を管理」するために不十分であ
り，「されば年々僅少な予算の増額では，公園の箇所や面積の増加にも追い
つけないから施設の改善にはあまり役立たない。23の国立公園はやや施設
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も整備されてきたが，これを全面的に及ぼさなくては設定の主旨にもとる
ことになる。従って来年度の予算については，少くも５，６億程度の自然
公園施設整備費を計上されるよう強く要望するものである」と述べた。（3）
この指摘は，これまで私が繰り返し指摘してきたように，日本の国立公
園にたいする政府の関心の低さ，継子的扱いによる冷遇，極めて貧弱な国
立公園予算配分，ひいては日本の国立公園管理機構の脆弱性を率直に吐露
しものである。
こうした田村剛の国立公園財政の貧弱さについての批評にもかかわら
ず，ついに政府は，これを克服するすべを講じなかった。
私は拙稿「高度成長期における脆弱な国立公園行政管理機構－高度成長
期国公園制度の研究（２）―」で，高度成長期の国立公園財政の貧困につ
いてつぎのように指摘した（4）。
第１に，高度成長期の国立公園財政は，表３－１に示したように，1957
年に1.7億円から1960年に2.3億円，1965年に6.7億円，1971年には，13.6億
円までに増えたが，もともと1957年の予算が小さかったので，全体として
は，国立公園予算は，なお絶対的に過少であったこと。
そしてこのことは，アメリカの国立公園予算などと比べれば，一目瞭然
たる事実であった。すなわち，例えば，1957年の日本の国立公園予算1.7億
円は，1957年のアメリカの国立公園予算244.8億円の2.7％，36分の１でし
かなかったということから明らかである。
さらにこの過少さを，厚生省の予算と比べるとより明確であった。
国立公園部の池ノ上容は，1957年に表３－２に示したように，1957年度
の厚生省の予算総額は，1015億円であったのに，国立公園予算は，1.7億円
にしかすぎなかった，国立公園予算は厚生省予算総額の500分の１にも及
ばないと嘆いた（5）。
しかもそうした傾向は，高度成長期に基本的に変らなかった。すなわち，
高度成長期に，厚生省の予算も拡大し，国立公園の利用も格段に増大して
いるにかかわらず，厚生省予算に占める国立公園予算の比率は，1957年の
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0.16％から，1960年の0.11％，1965年の0.13％，1970年の0.11％と低い水
準にとどまった。
第２に，高度成長期の国立公園財政の貧困さについて立入ってみると，
国立公園予算の中で，国立公園の自然保護や環境保全，景観維持のために
費やされるべき自然公園等管理費が，絶対的に過少であったことが確認さ
れる。
自然公園等管理費は，表３－１に示したように，1957年に3600万円，
1960年に4000万円，1965年に6100万円，1970年に1.4800億円だった。
表３−１　国立公園予算の主要項目別推移
（単位億円）
国立公園部
予算総額　 a
自然公園等
管理費　 b
b/a
%
自然公園等施設
整備費計　 c
c/a
%
1955 0.74 0.30 40.5 0.43 58.1
1956 1.12 0.33 29.4 0.78 69.6
1957 1.77 0.36 20.3 1.41 79.6
1958 2.25 0.34 15.1 1.90 84.4
1959 2.08 0.37 17.7 1.70 81.7
1960 2.32 0.40 17.2 1.91 82.3
1961 3.26 0.38 11.6 2.88 88.3
1962 4.03 0.36 8.9 3.67 91.0
1963 4.95 0.49 9.8 4.46 91.1
1964 5.90   0.61 10.3 5.29 89.6
1965 6.74 0.61 9.0 6.13 90.9
1966 7.19 0.78 10.8 6.41 89.1
1967 8.97 0.97 10.8 7.96 88.7
1968 9.18 0.99 10.7 8.15 88.7
1969 10.25 1.21 11.8 9.90 96.5
1970 12.43 1.48 11.9 10.91 87.7
1971 13.60 1.83 13.8 11.71 86.1
1972 19.61 4.12 21.0 15.19 77.4
1973 30.99 6.60 21.2 21.46 69.2
注： 前掲『自然保護行政のあゆみ』,490－3頁から作成。本表の原表には,「環境庁」という項目
（x）で,本庁（省）の事務費が記載されているが,ここでは無視した。したがって,国立公園部
予算総額a=b+d+xである。
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この額の小ささは，国立公園部の総予算の中に占める自然公園等管理費
の比率の小ささによって端的に示される。すなわち国立公園部の総予算の
中に占める自然公園等管理費の比率は，1957年に20.3％，1960年に17.2，
1965年に9.0％，1970年に11.9％であり，環境庁の設置が予定された1971年
には13.8％と微増した。要するに，自然公園等管理費は，国立公園予算の
中でも極めて小さな比率，10％程度でしかなかったのである。
第３に，国立公園部予算は，自然公園管理費を低く抑えておいて，自然
公園等施設整備費を相対的に大きくしてきた。すなわち自然公園等施設整
備費は，1957年に1.4億円，1960年に1.9億円，1965年に6.1億円，1970年に
10.9億円，1971年には11.7億円だった。
国立公園部の予算に占める自然公園等施設整備費の比率は，1957年に
79.6％，1960年に82.3％，1965年に90.9％，1970年に87.7％であり，環境
庁の設置が予定された1971年には86.1％であった。
要するに自然公園等施設整備費は，国立公園部予算の８，９割という圧
倒的比重を占めていたのである。
自然公園等管理費が小さく自然公園等施設整備費が大きいというアンバ
ランスあるいは捻じれ現象は，政府の国立公園政策のゆがみと貧困さを如
実に示すもの以外ではなかった。しかも国立公園管理費を極度に僅少に抑
えておいて，国立公園の観光化をすすめれば，次章で明らかにするように，
表３−２　厚生省予算と国立公園予算
（単位億円）
厚生省予算
a 指数
国立公園部予算ｂ
（　）内はb/a
1957年 1015 100 1.7（0.16）
1960年 1647 162 2.3（0.11）
1965年 4819 474 6.7（0.13）
1970年 11035 1087 12.4（0.11）
1971年 13021 1282 13.6（0.10）
注：厚生省の予算は，厚生省『厚生省五十年史』資料編，1988年，による。
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国立公園の国民的利用は急激に拡大し，国立公園の自然，環境，景観の保
護を危殆に陥れることは火をみるより明らかである。
日本の国立公園制度の矛盾，悲劇は，すべてこの安上がりの国立公園制
度の構造にあるのであり，日本政府が，自然保護を重視する自然公園法の
一面を無視して，安上がりの国立公園制度政策を一貫して維持してきたこ
とに起因していた。
第４に，高度成長期の国立公園財政の貧困さについて論じる場合，貧し
い国立公園予算を補填する方策について考える必要があった。日本の国立
公園は，伝統的に国家支出が小さいのであれば，せめて国立公園予算を補
充するための，とくに管理維持費を補充するための独自の収入を，国立公
園の入園料として徴収するという方策がとられてもよかったかもしれな
い。この問題については，これまで私は何も言及してこなかったが，項を
改め論じることにする。
２　高度成長期における貧弱な国立公園部財政の構造
（１）高度成長期における国立公園部の予算分析
①　国立公園部の「自然公園等管理費」の分析
国立公園予算は，大項目別にみると，「自然公園等管理費」と「自然公園
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注
（１）拙著『国立公園成立史の研究』，2005年，法政大学出版局，第５章，拙著
『自然保護と戦後日本の国立公園』，2000年，時潮社，第２章を参照。
（２）拙稿「高度成長期における脆弱な国立公園行政管理機構―高度成長期国立
公園制度の研究（２）」，『経済志林』第80巻第４号，第１節参照。
（３）田村剛「国立公園と国家予算」，『国立公園』1957年11月，No. 96，１頁。
（４）前掲拙稿，『経済志林』第80巻第４号，400－4頁。
（５）池ノ上容「国立公園の予算の問題点」，『国立公園』1957年11月，No. 96，
２頁。
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等施設整備費」の２大項目に区分されているが，まず「自然公園等管理費」
について詳しく分析することにしよう。
自然公園等管理費は，自然公園維持管理費，国民公園維持管理費，温泉
関係維持管理費からなっていた（1）。
表３－３をみると，いくつかの興味深い特徴が読み取れる。
第１に，自然公園維持管理費についてみると，1957年に1290万円，1960
年に1005万円，1965年に1860万円，1970年に5250万円，1971年に7245万
円，国立公園行政が環境庁に吸収された翌年の1972年には，一挙に２億
4209万円に増大し，自然公園維持管理政策の好転が示唆された。
ここで指摘しておきたいことは，わずかな国定公園維持管理費を含むお
もに国立公園維持管理費である自然公園維持管理費は，自然公園等管理費
のうちほぼ一貫して30％前後でしかなかったということである。つまり事
実上の国立公園管理費は，実は，自然公園等管理費の３分の１程度でしか
なかったのである。
第２に，国民公園維持管理費についてみると，1957年に2326万円，1960
年に3062万円，1965年に4272万円，1970年に8052万円，1971年に9468万円
であった。
ここで指摘しておきたいことは，第１のこととは反対に，自然公園等管
理費には，本質的に自然公園と異なる国民公園の維持管理費が含まれてい
て，1960年代の中頃までは，自然公園等管理費の６，７割を占め，1960年
代の後半以降も５割程度を占めていたということである。
そもそもここでの国民公園とは，都市公園の特別な存在である皇居外苑，
新宿御苑，京都御苑，千鳥ヶ淵戦没者墓苑のことである。元来厚生省が公
園行政を行なってきた歴史的事情から，戦後国立公園部が，国民公園の維
持管理を引き受けたのである。
前稿の国立公園管理機構の考察に際して，国立公園部要員の中で，国民
公園管理要員が，国立公園要員に匹敵する人員だったという異様な事実を
明らかにしたが（2），ここでも，そうした異様な事実が，財政的に裏づけら
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れる。本来の国立公園行政なり財政を考える場合は，国立公園とはまった
く異なる国民公園の維持管理費を除いて考えなければならない。
以上，国定公園維持管理費を含むおもに国立公園維持管理費であった自
然公園維持管理費，事実上の国立公園管理費は，実は，自然公園等管理費
の３分の１程度でしかなかったということであり，国立公園部予算の中で
もいっそう少額でしかなかったということである。
では自然公園等維持管理費，事実上の国立公園管理費は，どのように使
われたのであろうか。しかし一貫した資料も不足し，そもそも部外者には
国立公園の保護管理費というものが，どんなものかわからないが，例えば
表３−３　国立公園予算中の自然公園管理費の内訳
単位万円
自然公園
等管理費
a
内自然公
園等維持
管理費 b
b/a
%
内国民公
園維持費
c
b/a
%
温泉
関係
e
1955 3088 1012 32.7 2048 66.3 28
1956 3373 1187 35.1 2158 63.9 28
1957 3645 1290 35.2 2326 63.8 28
1958 3485 910 26.1 2548 73.1 26
1959 3794 978 25.7 2791 73.5 25
1960 4093 1005 24.5 3062 74.8 25
1961 3802 1079 28.3 2697 70.9 25
1962 3609 1051 29.1 2532 70.1 24
1963 4920 1463 29.7 3432 69.7 24
1964 6109 1873 30.6 4211 68.9 24
1965 6157 1860 30.2 4272 69.3 24
1966 7817 3179 40.6 4613 59.0 24
1967 9724 2936 30.1 5393 55.4 24
1968 9941 3071 30.8 5463 54.9 22
1969 1億2141 3604 29.6 7159 58.9 22
1970 1億4810 5250 35.4 8052 54.3 22
1971 1億8374 7245 39.4 9468 51.5 22
1972 4億1261 2億4209 58.6 1億0621 25.7 22
1973 6億6041 4億5529 68.9 1億2651 27.7 104
注：前掲『自然保護行政のあゆみ』，490－3頁から作成。
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1963年度と1969年度の事例でみてみよう。
1963年度と1969年度の国立公園部の予算の内，国民公園，温泉関係の管
理費を除く自然公園管理費が，国立公園管理費として算定されている。
表３－４と表３－５に示したように，国立公園管理費の内容が，ある程
度明らかである。
国立公園管理費は，本省事務費，保護費，国立公園管理事務所維持費，
集団施設地区管理費，調査費，その他などに分けられている。
1963年度の国立公園管理費は,項目だけでその内容はわかりにくいが，
1969年度の国立公園管理費は,項目に若干内容が付記されていて，国立公園
管理費がどのように使われていたかを示唆している。
したがって,1969年度の国立公園管理費について詳論しよう。国立公園管
理費は,1969年の場合,4375万円であったが,本省事務費として,200万円が
配分されており,全体の5.7%であった。
本省事務費の内容をみると,都道府県指導旅費,管理員制服等と記されて
おり,国立公園職員の各地に散在している国立公園への指導のための旅費,
なぜか現地管理員の制服の費用であった。本格的な国立公園管理事務のた
めの費用とは思われない。
表３−４　1963年度の国立公園管理費の内訳
費用　単位万円 %
　国立公園管理費 1396 100.0
　　本省事務費 165 11.8
　　自然公園審議会 32 2.2
　　保護費 345 25.3
　　国立公園管理事務所維持費 55 3.9
　　調査費 139 9.９
　　集団施設地区管理費 647 67.8
　　行政代執行 5 0.3
　　補償費 5 0.3
注：『国立公園』1963年12月，No.169，４頁より作成。
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２の保護費であるが，795万円が配分されており，全体の22.8%であっ
た。この保護費も，本格的な国立公園の保護費というようなものとしてで
はなく，各地の国立公園関連の県庁への連絡費，あるいは，主要な国立公
園に設置されていた管理事務所との連絡旅費や，管理事務所に必要な道具，
スキー用具や交通手段，オートバイ１台（小笠原）やモーターボート借用
（桜島），アクアラング１式の借用費（桜島）などと記されていた。要する
に国立公園管理事務所への補助費だった。
３の国立公園管理事務所維持費は，国立公園管理事務所の管理員たちの
旅費，管理事務所の必要備品類，ストーブ２台，複写機６台，交通手段の
ジープ２台，スキー用具６台，などの費用と記されていた。
４の集団施設地区管理費は，各地に散在している集団施設地区の各種の
費用で，1733万円が用意され，全体の費用の49%であった。
集団施設地区管理費の内訳は，第１に45の集団施設地区の美化清掃費で
表３−５　1969年度国立公園管理費の内訳
単位万円
項目 費用 %
国立公園管理費 3475 100.0
１　本省事務費（都道府県指導旅費，管理員制服等，他） 200 5.7
２　保護費（県庁連絡費，管理事務所連絡旅費，スキー用具，
オートバイ他）
795 22.8
３　国立公園管理事務所維持費（保護管理旅費，ストーブ，
複写機，ジープ，スキー用具，など）
356 10.2
４　集団施設地区管理費 1733 49.8
　内訳
　ア　美化清掃費（当省所管地の美化清掃，45地区） 745 21.4
　イ　財産管理費（集団施設地区内の道路等補修など） 828 23.8
　ウ　土地評価等調査費 54
　エ　植物病虫害防除費 159 4.5
５　報償費 5
６　不動産購入費 11
７　調査費 313 9.0
注：『国立公園』1969年10月，No.239，3－5頁から作成
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745万円，全体の21.4%，集団施設地区管理費の42.9%であった。ちなみに
１集団施設地区の美化清掃費は，18.6万円である。
１集団施設地区の美化清掃費が，18万円程度だったすれば，果たしてど
の程度の美化清掃がおこなえるか，想像に難くない。例えば後に詳しく検
討するように，尾瀬の集団施設地区の美化清掃費は，すずめの涙でしかな
く，シーズン中に大量に入山するビジターが汚す尾瀬を清掃するのに全く
焼石に水の費用でしかなかったことは周知の事実であった（3）。
集団施設地区管理費は，第２に財産管理費であり，828万円が配分され，
全体の23.8%，集団施設地区管理費の47.7%であった。
この財産管理費は，集団施設地区内の道路等補修などのためと記されて
いた。後にみる自然公園等施設整備費とどう異なるか不明だが，国立公園
部が特別に設置した集団施設地区の特別財産の管理費として道路等補修を
計上したものと推察される。とにかく美化清掃費と財産管理費で集団施設
地区管理費の90%を占めていた。
そのほか植物病虫害防除費は，一種の自然環境保護費であるが，159万円
配分されていて，全体の4.5%であった。
５の補償費は，５万円が配分されているが，何の補償費であるのか不明
である。６の不動産購入費は，私有地の買入れ費用であるが，項目として
は注目されるが，11万円配分されていて，全体の0.3%にすぎず，国立公園
予算の実態としては，まったく問題にならない。
最後に調査費であるが，調査費は，313万円が配分され，全体の9.0%で
あった。国立公園の管理維持を本格的に行うためには，膨大な調査費を献
上して，日々全国の国立公園の実情を調査し，とくに問題が生じていると
ころの国立公園については詳細な調査が必要であった。
しかしたかだか313万円でどんな調査ができるというのだろうか。不十
分ながら，日本自然保護協会による国立公園の実情調査がおこなわれてき
たが，国立公園行政当局は，独自に国立公園の新設，拡大の計画，国立公
園計画，国立公園の事業計画を立てる際に，さらに国立公園の実態把握の
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ために，積極的に調査を行うことが必要であったはずである。313万円程度
の調査費で十分な調査が行われるわけがなかった。
以上のように，国立公園管理費の僅少さは，国立公園の管理をないがし
ろにし，国立公園の保護を怠たり，国立公園の自然，環境，景観を損ねて
きたのである。
最後に国立公園管理の人件費について言及しておきたい。
国立公園部の人件費は，国立公園部の予算では算定されず，本省の人件
費として別扱になっていた（4）。今ここでは，年額レベルで明らかにできな
いが，すでにみたように，国立公園部で純粋に国立公園行政にかかわって
いた員数は，本部員約50人，現地要員約70人，計120人前後であったから，
かれらの人件費が，国立公園管理費に加えられれば，国立公園管理費の実
態となる（5）。
公務員年収は，表３－６によって想定すれば，1965年に43.9万円だった。
国立公園の管理に当たった国立公園部の要員，120名前後の年間人件費は，
5268万円程度と想定される（6）。
1965年の国立公園管理費1860万円に，人件費を加えると，7128万円とな
る。人件費を加えてもなお，国立公園管理費は，１億円に達しておらず，
わが国の国立公園管理費の絶対的な貧弱さを示している。
以上のように，日本の国立公園の管理費は，本格的な国立公園管理のた
めの費用となっていない。要するに日本の国立公園制度管理システムの形
式はあるが，形式に実体が伴っていない。
アメリカの国立公園の管理システムは，例えば1956年についてみると，
表３−６　公務員年収
単位円
平均月給　 想定年収
1960年 21,600 259,000
1965年 36,640 439,680
1970年 62,500 750,000
注：早川征一郎・松井朗『公務員の賃金』，1981年，労働旬報社，207頁より作成。
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管理費が人件費などの一般管理運営費（4.5億円）と保護及び管理費（37,5
億円）として42億円程度計上されていて充実している（7）。
日本の国立公園の場合は，国立公園を管理する要員120名程度と少なく，
国立公園行政機関が大臣官房の１部で３課しかない継子的存在であった。
このよう国立公園行政機関が，「国立公園管理員執務要領」に示された業
務を十全に行なうことなどできようがなかった。
ちなみにその業務とは，
１，担当地区内における保護管理業務として，①自然公園法に基づく国
立公園事業及び要許可等の申請に関する書類の授受（事前指導，現地判断，
意思具申，行為中及び事後の指導監督），②自然公園法違反行為の取締り，
③国立公園の美観，秩序，環境の保持又は増進についての指導，２，担当
地区内における利用指導業務として，①国立公園利用者に対する案内，指
導，自然解説，②国立公園利用者の遭難防止，救急対策への協力，③国立
公園思想の普及徹底，３，厚生省国立公園部所管国有財産の維持管理業務，
４，国立公園の指定，計画及び事業決定及び執行に関する実地調査，その
他，保護及び利用に関する詳細計画案の策定，国立公園部長又は都道府県
知事の特命事項の実施などであった（8）。
注
（１）前掲『自然保護行政のあゆみ』，492頁。
（２）拙稿「高度成長期における脆弱な国立公園行政管理機構―高度成長期国立
公園制度の研究（２）」，『経済志林』第80巻第４号，385頁。
（３）この点については，次稿で論じる。
（４）岸野駿太「昭和42年度国立公園予算の要求について」，『国立公園』1966
年10月，No. 203，2頁。
（５）前掲拙稿，『経済志林』第80巻第４号，386頁。
（６）早川征一郎・他『公務員の賃金』，1981年，労働旬報社，207頁。
（７）前掲拙稿，『経済志林』第80巻第４号，402頁。
（８）同上，392－3頁。
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②　国立公園部の「自然公園等施設整備費」の分析
「自然公園等施設整備費」は，すでに表３－１でみたように国立公園部の
予算の80から90%を占め，国立公園部予算がほぼ「自然公園等施設整備費」
であったといっても過言ではない。
その自然公園等施設整備費は，直轄自然公園等施設整備費と自然公園等
施設整備費補助に大別され，直轄自然公園施設整備費は，国立公園施設整
備費と国民公園施設整備費に分けられ，1972年からは鳥獣関係の施設整備
費が計上されたが，国立公園部が環境庁に吸収されて以後の問題なのでこ
こでは言及を省略する。
自然公園等施設整備費のうち直轄自然公園等施設整備費は，表３－７の
とおり，1957年には9119万円，1958年には１億1519万円と若干伸びたが，
その後，伸びが停滞し，1960年には9173万円から，1962年に１億5105万に
増え，以後漸増し，1965年には３億2727万円に増加したが，その後３億円
台に停滞し，1972年に４億7912万円に増えた。
他方，都道府県への補助費である自然公園等施設整備費は，1957年には
5000万円，1960年には直轄の施設整備費を越えて１億円に増え，1965年に
は2.8億円で直轄を下回ったが，1966年以降は，直轄と並び，1967年には，
直轄の3.3億円を追い越し，4.6億円に増え，1970年には，直轄の3.5億円を
大幅に追い越し，7.3億円へと増加していった。
以上のように，補助の自然公園等施設整備費は，高度成長期の後半から
大幅に増加していったことがわかる。
そうした傾向は，自然公園等施設整備費の構成比でみるといっそう明瞭
となる。表３－８をみると，自然公園等施設整備費に占める直轄自然公園
等施設整備費の割合は，1957年の64%を頂点として，以後しだいに低下し，
1960年には47.8%，1965年には53.3%，1970年には32.5%にまで低下した。
その逆に補助の自然公園等施設整備費の比率は，1957年には35.4%であ
ったが，1960年には52.1%，1965年には46.6%と比重を落とすが，1966年
以後，次第に比重を高め，1969年には60.6%にまで高まり，1971年に68.1%
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にまで高まった。
ということは，自然公園等施設整備費は，高度成長期の中頃から直轄が
減り，補助の自然公園施設整備費の比率が高まってきたということである。
政府は，自然公園の施設整備を，一定の国費を投じて行なうが，直轄で行
なうより，都道府県に補助して行なう方向に向かったのである。
こうした傾向をどう評価すべきか，即断できないが，中央政府の役割が
軽くなっていくことは事実である。
自然公園等施設整備費は，国定公園を含むおもに国立公園の施設整備に
表３−７　国立公園予算中の自然公園等施設整備費の内訳
単位万円
自然公園等
施設整備費
a
直轄
自然公園等
施設整備費
b
その内
国立公園等
施設整費　
c
国民公園
施設整費
d
補助
自然公園等
設整備費　
e
その内
国立公園関
係設整備費
f
温泉関係
g
1955 4352 4352 3982 370
1956 7870 7870 7450 420
1957 1億4119 9119 5476 3642 5000 5000
1958 1億9019 1億1519 7453 4066 7500 7500
1959 1億7052 9052 7930 1121 8000 7500 500
1960 1億9173 9173 7909 1263 1億0000 9300 700
1961 2億8822 1億1322 9909 1413 1億7500 1億6500 1000
1962 3億6705 1億5105 1億1809 3296 2億1600 2億0400 1200
1963 4億4631 1億8352 1億4581 3771 2億6278 2億5078 1200
1964 5億2986 2億6886 2億2080 4806 2億6100 2億4900 1200
1965 6億1327 3億2727 2億4329 8398 2億8600 2億7400 1200
1966 6億4116 3億1516 2億7480 4036 3億2600 3億1400 1200
1967 7億9687 3億3587 2億9406 4181 4億6100 4億4900 1200
1968 8億1592 3億2992 2億9393 3599 4億8610 4億7400 1200
1969 9億0053 3億5453 3億0448 5005 5億4600 5億3400 1200
1970 10億9147 3億5547 3億0421 5126 7億3600 7億2400 1200
1971 11億7161 3億6661 3億0421 6240 8億0500 7億9300 1200
1972 15億1912 4億7912 3億6105 6511 10億4000 10億2500 1500
1973 21億4609 6億1676 5億3157 6757 15億2932 14億6770 2200
注：前掲『自然保護行政のあゆみ』より作成。
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費やされたのであるが，『自然保護行政のあゆみ』の統計表では，国定公園
の施設整備費は明確にならない。
国立公園予算報告によれば，表３－９に示したように，国定公園への補
助金は，1957年に1000万円，1960年に3000万，1966年に6300万，1967年に
は１億0800万円に達し，次第に増えてきた。しかし国定公園への補助金の
自然公園等施設整備費補助費に占める割合は，20%から30%の間を変動し，
それほど大きな額ではなかった。
ところで直轄の自然公園等施設整備費のうち，国民公園のための施設整
備費は，国民公園の維持管理費が大きかったのと異なり，表３－７に示し
表３−８　自然公園等施設整備費の構成比
単位億円
自然公園
等施設整
備費
a
直轄
自然公園
等施設整
備費
b
b/a
その内
国立公園
等施設整
費　 c 　
c/a
その内
国民公園
施設整費
d
d/a
補助
自然公園
等内設整
備費　 e
e/a
その内
国立公園
関係設整
備費　 f
f/a
その内
温泉関係
g
g/a
直轄と補
助合計の
国立公園
関連等設
整備費　
c+f
1957 100.0 64.5 38.7 25.7 35.4 35.4 73.7
1958 〃 57.8 39.1 21.3 39.4 39.4 78.4
1959 〃 53.0 46.5 6.5 46.9 43.9 2.9 90.5
1960 〃 47.8 41.2 6.5 52.1 48.5 3.6 90.0
1961 〃 39.2 34.3 4.9 60.7 57.2 3.4 91.6
1962 〃 41.1 32.1 8.9 58.8 55.5 3.2 87.7
1963 〃 41.1 32.6 8.4 58.8 56.1 2.6 90.5
1964 〃 50.7 60.5 9.0 49.2 46.9 2.2 88.6
1965 〃 53.3 39.6 12.6 46.6 44.6 1.9 84.6
1966 〃 49.1 42.8 6.2 50.8 48.9 1.8 91.9
1967 〃 42.1 36.9 5.2 57.8 56.3 1.5 93.3
1968 〃 40.3 36.0 4.4 59.5 58.0 1.4 94.1
1969 〃 39.3 33.8 5.5 60.6 59.2 1.3 93.1
1970 〃 32.5 27.8 4.6 67.4 66.3 1.0 94.2
1971 〃 31.2 25.9 5.3 68.7 67.6 1.0 91.1
1972 〃 31.5 23.7 4.2 68.4 67.4 0.9 91.5
1973 〃 28.7 24.7 3.1 71.2 68.3 1.0 93.1
注：表３－７から作成。
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たように，額面でも，数千万円にとどまり，それほど大きくはなかった。
また表３－８に示したように，直轄の自然公園等施設整備費に占める国民
公園のための施設整備費の比率では，一時期を除いて数%にすぎず，それ
も次第に低減していった。
ともあれ自然公園等施設整備費は，表３－８に示したように，直轄と補
助を併せれば，ほぼ８，９割が国立公園の施設整備費だったのである。政
府の国立公園政策は，国立公園維持管理では手を抜いたのであったが，貧
しかったとはいえ，国民の利用のためにせっせと国立公園の施設整備を行
なったと指摘できる。
なお，国立公園のどのような設備が整備されたかについては，詳細はわ
からないのであるが，国立公園管理費の場合と同じように，1969年の「国
立公園等施設整備費」の事例からその内容を垣間見てみることにしよう。
表３−９　国定公園への補助金
単位万円
国定公園補助費
a
自然公園等施設
整備費補助費に
占める a 割合　
1957 1000 20.0
1958 1500 20.0
1959 1500 18.7
1960 3000 30.0
1962 3600 20.5
1963 4500 20.7
1964 5000 19.1
1965
1966 6300 19.2
1967 1億0800 23.4
1968 1億4800 30.0
1969 1億6800 30.7
1970 1億4300 19.4
注： 『国立公園』掲載の1958年４月，No. 101，1963年２・３
月，No.159・60，1964年12月，No.181，1969年２・３月，
No. 231・２，1970年11月，No. 252号の国立公園予算，観
光予算の報告から作成。
73
表３－10に示した国立公園等施設整備費は，国民公園，温泉，鳥獣関係
の数字を省いた，国立公園と国定公園の施設整備費からなっている。ここ
では，『自然保護行政のあゆみ』のデータによる表３－１の数字と少し異な
るが，国定公園補助金が明記されている。
注目されるのは，僅かであるが，不動産購入費である。民有地であった
国立公園の土地買上げ費が，5000万円，国立公園等施設整備費の6.2%が支
出されたことである。
こうした政策は，自然公園法に基づくものであったが，重要な自然地区，
景観地の国有化を可能とする制度としては積極性をもち，国立公園制度を
強化するための一つの方策として注目されてよい。
③　政府・各省による国立公園観光化財政
国立公園予算の自然公園等施設整備費は，以上のようなものであったが，
すでに指摘したように，政府は，東京オリンピックをまじかに控えて，国
立公園を観光資源の大きな目玉と位置付けて，国立公園予算とは別個に，
表３−10　1969年度国立公園等施設整備費の内訳
費用　単位万円 %
国立公園等施設整備費 8億8880 100.0
（１）国立公園等施設整備直轄費 2億9400 33.0
　　一般集団施設地区
　　特別集団施設地区
（２）国立公園補助金（1/2補助） 3億1600 35.5
（３）国定公園補助金（1/2補助） 1億6800 18.9
　　一般集団施設地区
　　特別集団施設地区
（４）不動産購入費 5580 6.2
　　ア　集団施設地区所管換費 580
　　イ　国立公園民有地買上費（1/2補助） 5000
　　ウ　国立公園民有地買上費（1/2補助） 0
注：『国立公園』1969年10月，No.239，６頁から作成。
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観光事業計画をたてて国立公園の観光化に邁進した（1）。
政府の国立公園の観光化を含む観光計画は，二つ提起された。一つは，
1956年の観光事業振興５カ年計画，もう一つは1959年の観光施設整備４カ
年計画であった。これらの計画は，従来ほとんど注目されていないが，国
立公園観光のためのインフラ整備，直接国立公園の施設整備に，国立公園
部予算をこえて大きな役割を果たした。
まず前者からみておこう。政府は，1957年に自然公園法の制定に先立っ
て，1956年８月に「観光事業振興基本要綱」を閣議決定し，同年12月に「観
光事業振興５カ年計画」を立案した（2）。
観光５カ年計画の総事業費は，2919億円という膨大なものであったが，
そのうち国立公園関連の観光事業費は78.7億円であった。表３－11に示し
たように，その内訳は，国費で43.8億円，財政投融資で26億円，地方費8.9
億円であった（3）。
国立公園関連の観光事業費78.7億円を５年で割れば，１年平均15.7億円
である。これは，1957年から1961年の国立公園予算の平均，2.3億円の７倍
である。さらに国立公園関連の観光総事業費のうちの国費による事業費，
43.8億を５年で割れば，１年平均8.7億円であり，1957年から1961年の国立
公園部予算の平均，2.3億円の3.7倍である。
これらの計画は，政府の国立公園関連の観光化への思いを表わしている。
この５カ年計画の中の国立公園関連の観光事業振興５カ年計画事業概要
は，表３－11のとおりである。
国立公園関連の観光事業振興５カ年計画の内容を検討してみよう。
まず国費による国立公園関連観光事業計画費用，総額43.8億円は，国立
公園部の予算編成項目にならって，国立公園保護管理費，9.5億円，国立公
園施設整備費，18億万円，国定公園施設費に２億円，その他が，14.2億円
である。
国費による国立公園保護管理費，9.5億円は，保護管理に4.2億円，施設
管理に１億円，保護施設に1.4億円，用地買収に2.7億円が計上された。な
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お国立公園の観光化のために計画された国立公園保護管理費9.5億円の内
容は不明だが，国立公園の観光化のためにあえて国立公園保護管理費を配
分したのであろうか。
国費による国立公園施設整備に18億円，そのうち，集団施設に12億円，
表３−11　国立公園関連「観光事業振興５カ年計画事業概要」
単位億円
国費 財政投融資 地債 計 %
国立公園保護管理
　保護管理 4.2 4.2
　施設管理 1.0 1.0
　保護施設 1.4 1.4
　用地買収 2.7 2.7
　小計 9.5 9.5
国立公園施設整備
　集団施設 12.0 12.0
　単独施設 2.2 2.2 4.5
　公園道 2.9 2.9 5.9
　自然研究路 0.7 0.7 1.5
　国民宿舎等 14.0 14.0
　小計 18.0 14.0 5.9 38.0
国定公園施設
　集団施設 2.0 2.0 4.0
　国民宿舎等 3.0 3.0
　小計 2.0 3.0 2.0 7.0
その他１
　国立温泉研究所 0.5 0.5
　環境整備 1.0 1.0 2.0
　国民宿舎等 9.0 9.0
　小計 1.5 9.0 1.0 11.5
その他２
　維持管理 3.3 3.3
　（施設整備） 9.4 9.4
　小計 12.7 12.7
合　計 43.8 26.0 8.9 78.7 100.0
注：池ノ上容『国立公園』1957年11月，No. 96，３頁，より作成。
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単独施設に2.2億円，公園道に2.9億円，自然研究路に7000万円が用意され
た。
国費による国定公園施設については，集団施設に２億円が配分され，そ
の他の環境整備に１億円，維持管理に3.3億円，施設整備に9.4億円が配分
されているが，使途の意味がよくわからない。
財政投融資による国立公園の観光事業振興計画は，26億円であったが，
国立公園施設整備費として，もっぱら低額で清潔な公的宿泊施設である国
民宿舎等の施設整備費として14億円が計上され，国定公園施設として，国
民宿舎等のために３億円，その他の場合も９億円が国民宿舎等のためであ
った。要するに財政投融資26億円は，国民宿舎等のために計上された。
地方債による国立公園の観光事業振興計画は，8.9億円であったが，国立
公園施設整備費として5.9億円が計上され，国立公園内の単独施設に2.2億
円，公園道に2.9億円，自然研究路に7000万円が配分された。
地方債による国定公園施設には，集団施設に２億円が用意された。その
他では，環境整備に１億円が配分された。
なおこれらの計画の実現度についてみることにしよう。表３－12は，観
光事業振興５カ年計画のうち，1957年から1959年の３カ年の国立公園部の
事業計画費と３カ年の事業計画費と実施成績額を示したものである。
３カ年の実施計画額は27.1億円であるが，実施成績額は６億円で，計画
の22%しか実現されなかった。観光事業振興５カ年計画は，計画倒れだっ
たことがわる。
ただ注意深くみると，３カ年の国立公園計画額は，表３－19に示した国
立公園部の各年度要求額とほぼ同じあり，かつまた22%しか実現しなかっ
た３カ年の実施成績額６億円，その１年の平均２億円は，当時の各年の国
立公園部の予算２億円に等しかった。
このことから，国立公園部の各年度要求額は，観光事業振興５カ年計画
に基づいて出され，かつ国立公園部の予算は，観光事業振興５カ年計画の
実績に沿って組まれたように思われる。
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国立公園「観光事業振興５カ年計画」の財政投融資と地方債による約34
億円の実現度は，不明であるが，相当程度実現していったと推察される。
以上のように，国立公園関連の観光事業振興５カ年計画は，国立公園部
の予算に該当する国費を別にすれば，名目通り国立公園の観光化のための
投資，国立公園の利用を促進する国民宿舎の建設，整備費であったことが
わかる。
政府は，これらの国立公園関連「観光事業振興５カ年計画」のほかに，
各省の観光事業予算を作成し実施していった。その詳細については，明ら
かにする余裕がないが，例えば1957年，1968年の観光予算から国立公園に
関連しそうな予算をみてみよう。
表３－13に示したように，各省の観光予算として提出されたものの中で
注目すべきは，まず建設省の観光予算であり，とくに，公共道路整備と有
料道路整備の建設費である。
公共道路整備は，1967年に424.6億円，1968年546.8億である。これらの
公共道路整備予算は，建設省の観光予算として計上されている以上，詳細
は不明であるが相当程度，国立公園へのアプローチとしての意味をもった
インフラ整備，あるいは国立公園の観光地化のために大きな効果を生んだ
と考えられる。
とくに有料道路整備は，おもに有料道路が国立公園の観光化を意図して
建設されたことを考えると，まさに国立公園のインフラ整備，あるいは国
表３−12　観光事業振興５カ年計画の国立公園観光化事業費の実績
単位億円
国立公園計画額 実施成績額 実施率　%
　1957年 5.53 1.77 32
　1958年 12.24 2.25 20
　1959年 10.37 2.06 20
　３カ年合計 27.14 6.08 22
注： 大井道夫「観光事業振興のための諸計画」，『国立公園』1959年10月，No.119，
３頁による。
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立公園の観光地化に大きな役割を果たしたことがわかる。
ちなみに先に拙稿（4）で明らかにしたように，国立公園がらみの有料観光
道路は，1947年から1970年までに約68ルート近くが建設されており，1959
年策定の「道路計画５カ年計画」では，2000億円が計上されていた（5）。
こうした国立公園用の有料道路整備費は，国立公園部予算に組み入れら
れていない別途のものであったが，国立公園のインフラ整備，あるいは国
立公園の観光地化に大きな役割を果たし，国立公園の国民的な利用を大き
く促進したことは間違いない。
そのほか，文部省文化財保護局関連の予算も，国立公園に関連した側面
をもっていた。詳細は明らかにしにくいが，国立公園内の文化財保護に関
連する費用，例えば国立公園内の天然記念物の保存・修理・防災施設への
費用は，国立公園予算とは別途に国立公園の観光化費用として計上された
ことになる。ただしその額は小さく国立公園内の文化財保護にそれほど大
きく貢献したとは思われないが。
運輸省の観光予算として，ユースホステルの費用，4000万円も国立公園
表３−13　各省の観光事業関係予算（国立公園部予算を除く）
所管省 事業名 1957年 1958年
文部省文化財 保存・修理・防災施設 1億8713 2億2141
利用施設 0 1693
　小計 1億8713 2億3834
建設省 都市施設整備 2億8400 3億2600
公共道路整備 424億6700 546億0800
有料道路整備 18億5400 5億0000
　小計 551億1080
運輸省 ユースホステル 4000 0
対外宣伝 1億3000 1億4500
　小計 1億4500
総務省 観光事業調査 5000 5000
合　計
注：田中順三「昭和34年度観光予算」，『国立公園』1958年４月，No.101，25頁より作成。
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の利用に関連するが，その寄与率は，明らかではない。しかし対外宣伝費
として，1957年に1.3億円，1958年に1.4億円が用意され，とくに鉄道によ
る国立公園観光誘致の宣伝がなされ，国立公園の国民的な利用を大いに促
進したことが推察される。
以上のように，各省の観光事業関係予算は，国立公園部の予算以外の国
立公園観光化のための予算として，相当程度が充当され，国立公園の国民
的な利用を促進した。しかし国立公園制度の問題としては，こうした国立
公園の観光化予算が，国立公園の利用のためだけであって，文部省の化財
保護のための保存・修理・防災施設費を除けば，決して国立公園管理維持，
保護のために支出されたわけでなかったことも確認しておかなければなら
ない。
その後政府は，1958年に入って，1956年に策定した「『観光事業振興５
カ年計画』は既に時代遅れのものであり，しかも，この計画における昭和
32年より34年に至る３カ年実施計画の実績も極めて微々たるものであっ
た」と認め，1958年12月の観光審議会の答申に基づき，1959年８月に「観
光施設整備に関する基本計画」（1965年度から1968年度までの４カ年計画）
を策定した（6）。
この計画の方針は，「従来の５カ年計画を批判し，その結果，重点地域，
重点事業並びに実施順位等を確立し事業実施の実効を期すべきという」も
のであった（7）。
この観光施設整備４カ年計画の要点は，１，計画目標及び期間，２，重
点地域並びにルート選定，３，施設整備計画，４，資金計画からなってい
た（8）。
１，計画目標は「誘致外国人35万人，その本邦消費額２億ドル」520億
円とし，計画期間は1965年度から68年度の４ヶ年とする。
２，重点地域は，日光，京浜湘南，富士箱根伊豆，瀬戸内海，別府阿蘇
長崎，阿寒札幌支笏洞爺，名古屋岐阜，十和田仙台松島，伊勢志摩南紀，
京阪神奈良，上信越高原の11地区を選定した。京浜湘南と名古屋岐阜を除
高度成長期における貧弱な国立公園財政
80
けば９地区が国立公園所在地区であった。
そしてこの11地区を，３種に区分し，（１）「特に緊急に整備を図る」地
区として，日光，京浜湘南，富士箱根伊豆，京阪神奈良の４区を選出し，
（２）「総合的に施設を整備する地域」として，上記の４区に，名古屋岐阜，
伊勢志摩南紀，別府阿蘇長崎の３地区を加えて７地区を選定した。（３）
「当面特に必要な施設を整備する地域」として，阿寒札幌支笏洞爺，十和田
仙台松島，上信越高原の３地区を選定した。これは，３区分して施設整備
計画にアクセントを付けたのである。
ルート選定は，主要国際観光幹線ルートについて航空路９線，民有鉄道
５線のほか，国際観光枝線ルートとして，11地区に136線の整備を選定し
た。
３，施設整備計画は，（１）交通施設，（２）宿泊施設，（３）公園施設，
内，国立公園利用施設，（４）文化財利用及び防災施設，（５）案内施設の
５部門からなっていた。
４，資金計画は，おおむね697億円とし，国費194億円，特融241億円と
想定された。
詳しい計画をみることにしよう。まず全体の資金計画について。
表３－14に示したように，観光施設整備４カ年計画の事業費の支出別の
内訳は，国費による事業費が193.9億円，開発銀行，中小金融公庫などによ
る特別融資が241.2億円，残りの地方の自己負担費などによるものが262.3
億円であった。
事業費の支出別内訳の比率は，国費が27.8%，特別融資が34.6%，地方の
自己負担費が37.6%であり，国費の比率が３分の１弱で，国費以外が７割
を占めた。
総事業費を使途別にみると，交通施設が287.1億円，全体の41.2%で，宿
泊施設は，378.6億円，54.2%であった。
あとは，公園利用施設は39.2億円，5.6%，文化財利用施設は20.1億円，
2.8%で，いずれも額は少なかった。
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さらに詳しくみると，交通施設のうちの道路施設は，240億円で全体の
34.4%あり，国費，特別融資，その他で偏りなく計上されている。観光施
設整備４カ年計画が如何に観光道路の整備であったかがわかる。
宿泊施設では，国立公園に関連のあるユースホステルは，18.6億円で全
体の2.6%あったが，国費と残りの地方費などで18.6億を分かち合っている。
公園利用施設費39.2億円のうち，国立公園に関係の強い自然公園施設費
は，18.5億円，国費が11億円，地方費などで7.5億円であた。
以上のように，観光施設整備４カ年計画費は，直接国立公園の施設整備
（道路，ユースホステル，自然公園）だけをみても，277億円，全体の39.7%
にも達し，国立公園の観光化に非常に大きな役割を果たしたことが予想さ
れる。
さてこの４カ年事業計画全体の大きさであるが，実に膨大なものであっ
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表３−14　観光施設整備４カ年（1964−68年）計画の施設別事業費一覧
単位億円
事業種 事業費
構成比
%
内
国費 特別融資開銀，
中小金融公庫
残り，地方費
自己資金など
交通施設 287.4 41.2 141.2 61.2 85.0
　道路 240.0 34.4 138.7 54.3 47.0
　港湾 7.9 2.4 2.0 3.5
　船舶 9.0 4.9 4.1
宿泊施設 378.6 54.2 10.2 180.0 188.4
　国際観光ホテル・旅館 360.0 51.6 180.0 180.0
　ユースホステル 18.6 2.6 10.2 8.0
公園利用施設 39.2 5.6 21.3 17.9
　都市公園 20.7 10.2 10.5
　自然公園 18.5 2.6 11.0 7.5
文化財利用施設 20.1 2.8 19.1 1.0
案内施設 2.0 2.0 0
総計 697.4 100.0 193.9 241.2 262.3
　% 100.0 27.8 34.6 37.6
注：大井道夫「観光事業振興のための諸計画」，『国立公園』1959年10月，119号，５頁より作成。
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た。国立公園予算と比較してみよう。
４カ年の事業計画費全体の697.4億を４年で割れば，１年の平均は，174.2
億円である。例えばこの計画の１年目である1964年の国立公園予算は5.9億
であったから，４カ年計画の1964年事業費174.2億円は，実に1964年の国立
公園予算の29.5倍であり，如何に大型の計画であったかがわかる。
少なくとも，直接国立公園の施設整備費（道路，ユースホステル，自然
公園）277億円だけを取り上げてみても，１年平均67億円に達し，1964年
の国立公園予算5.9億の11倍であった。
この観光施設整備4カ年事業計画の実現度は，詳細は不明であるが，相当
な程度であったと思われる。
例えば，1964年以降1970年まで開設された国立公園内の有料観光道路は
54道路であった（9）。これらの有料観光道路は，この計画によって実現され
たとみて差し支えないであろう。
またちなみに４カ年の事業計画を，各省が，年ごとに組む観光関連予算
と比べてみよう。
例えば，各省が組んだ1968・69年度の主要観光関連予算は，表３－15の
とおりである。
注目されるのは，自治省の有料道路整備事業費である。1968年に85億，
1979年に125億円，２年間で210億円であった。４カ年計画の道路事業費が
240億円であったことを思い起こせば，自治省の有料道路整備事業費210億
円は，２年間で４カ年計画の道路事業費240億円に迫っている。
そのほか，各省の観光関連予算は，例えば1967年の場合，総理府の新生
活運動助成金2.5億円，文部省の修学旅行費補助4.3億などが国立公園の利
用を促進する役割を果たし，また額は少ないが経済企画庁の離島関係公園
事業費補助1600万円，文化財保存事業費19.9億円，林野庁の一連の費用は，
国立公園の施設整備の一助となったであろう。
例えば，1966年に尾瀬の保護のために山の鼻の尾瀬保護管理センターの
設置費用として文部省文化財保護費から1500万円が支出されたようであ
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表３−15　1968・69年度の主要観光関連予算（厚生省関係予算を除く）
万円
所管省別 項目 1968年 1969年
総理府 観光行政連絡調整費 228 249
新生活運動助成金 2億5500 2億9800
近畿圏整備本部 保全区域の保全及び開発に関する調査費等 91 171
経済企画庁 離島関係公園事業費補助 1600 1200
法務省 万国博覧会経費 0 31
外務省 日本紹介事業費 5940 6027
大蔵省 広報活動費 239 346
文部省 公共博物館整備費補助 6592 6592
修学旅行費補助 4億3660 5億7348
日本ユースホステル協会補助 1000 1000
野外活動指導者養成 630 642
文化庁 文化財保存事業 19億9419 23億9291
文化施設整備費補助 7500 8500
林野庁 自然休養林調査整備費 4822 8010
高山植物取締費 52 1434
避難小屋建設費 224 290
避難小屋管理費（修理） 40 71
史跡名勝天然記念物管理費 51 169
猟区維持管理費 57 142
鳥獣保護費 1940 1973
国設スキー場管理費 291 304
国設野営管理費 812 661
国有林資源調査費 419 926
運輸省 国際観光センター 1000 3000
国際観光振興会補助金 9億0273 9億6981
建設省 国営公園整備費 4億2200 5億0000
都市公園事業費補助 17億9000 25億8700
古都保存事業費補助金 5000 3000
緑地保全事業費補金 2000 2000
運輸省（財政等融資） 国際観光ホテル・旅館の整備（地域） － 未定
自治省 有料道路整備事業（地方債） 85億0000 125億0000
国際観光等事業（地方債） 8億0000
合　　　計
注：『国立公園』，1969年２・３月，No. 231・２，27頁。
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る（10）。
つぎに観光施設整備４カ年計画のうち，11地区の施設整備計画について
みてみよう。
観光施設整備４カ年計画の中で提起された道路計画の中の国際観光枝線
計画は，表３－16に示したように，全体で136ルート，富士箱根伊豆23，
阿寒札幌支笏洞爺24，京阪神奈良24のルートがとくに目立って多く，瀬戸
内海，別府阿蘇長崎の14ルートも多かった。
これらの費用については明記されていないが，相当な額であったと想定
される。
11地区別施設事業費計画を示したものが，表３－17である。
注目すべきは，京浜湘南，京阪神奈良，富士箱根伊豆の３地区で，647.4
億円の75.5%，488.8億円の事業費を集中している。これは，３地区が東京
+神奈川県の関東大都市圏，京都大阪奈良の関西大都市圏，富士山を取り
巻く富士箱根伊豆の日本観光の目玉地区であったからであろう。
11地区別施設事業費計画は，総額で647.4億円，国費だけで，193.9億円
表３−16　国立公園関連の国際観光枝線ルート（1964−1968年）
国立公園名 ルート数
日光 7
京浜湘南 6
富士箱根伊豆 23
瀬戸内海 13
別府阿蘇長崎 13
阿寒札幌支笏洞爺 24
名古屋岐阜 10
十和田仙台松島 4
伊勢志摩南紀 6
京阪神奈良 24
上信越高原 5
計 136
注：大井道夫「観光事業振興のための諸計画」，『国立公園』1959年10月，119号，５頁より作成。
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という膨大な額であったが，これを１年平均でみれば，総額で161.8億円，
国費で48億円であった。
これらの膨大な事業費が，11地区，とくに３地区に集中的に配分計画さ
れたことは，国立公園の観光化に大きく貢献したことは予想に難くない。
そしてこうした11地区別施設事業費計画の実施が，国立公園部の予算だけ
からは想像できない国立公園のインフラ整備をもたらし，国民の国立公園
の利用を促進したこと間違いない。
11地区別施設事業費計画のうち，自然公園に関係の強い９地区をみる
と，以下のとおりである（11）。
日光地区。日光地区では，日光―中宮祠―日光湯元間，今市―鬼怒川―
那須間の２級国道の舗装，光徳清滝線，茶臼岳周廻線の整備。日光湯元間
（いろは坂を含む）の複々線化，それら沿線に駐車場，駐車場展望台の設
置，国際観光ホテル・旅館の260室の新・改築，ユースホステルの収容力
表３−17　重点地区別施設事業費計画（1964−1968年）
単位億円
事業費
事業費の
構成比%
事業費の
内訳国費
特別融資
その他
残り
日光 19.2 8.0 3.9 7.3
京浜湘南 203.7 31.4 19.8 93.1 90.8
富士箱根伊豆 104.7 16.1 37.2 41.9 25.6
名古屋岐阜 19.7 9.7 2.4 7.6
伊勢志摩南紀 12.4 5.1 1.8 5.5
京阪神奈良 180.4 27.8 53.1 53.5 73.8
瀬戸内海 30.7 1.4 14.8 14.5
別府阿蘇長崎 62.7 24.0 18.5 20.2
阿寒札幌支笏洞爺 33.5 29.6 1.5 2.4
仙台松島十和田 5.4 0.4 2.2 2.8
上信越高原 8.6 0.7 3.6 4.3
その他 16.2 4.2 3.9 8.1
計 647.4 100.0 193.9 241.2 212.3
注： 大井道夫「観光事業振興のための諸計画」，『国立公園』1959年10月，119号，５－６頁
より作成。
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350人への増設などであった。
富士箱根伊豆地区。２級国道の大月―吉原間，箱根―富士吉田間，小田
原―下田間，の舗装改良，公園道として吉田口登山線（船津―五合目の富
士登山車道），三ツ峠登山線（御坂峠―三ツ峠への車道），本栖湖周廻線，
西湖北岸線の４線の建設。
園地として，三ツ峠，精進湖，吉田口五合目，白糸の滝，元箱根，畑引
山，遠傘山，下田の８カ所，その他11カ所の駐車場，５カ所の展望台の設
置。
国際観光ホテル・旅館の580室の新・改築，ユースホステルの収容力450
人の増設。
伊勢志摩南紀地区。伊勢志摩国立公園関係では，２級国道，伊勢―賢島
間の改良補修，公園道として鵜横山線の計画，園地として，内宮，外宮，
鳥羽，横山，賢島の５カ所に駐車場の計画。吉野熊野国立公園関係では，
那智の滝の駐車場の計画。
宿泊施設では，伊勢志摩南紀で，ホテル・旅館の120室の新改良，ユース
ホステル，350人の収容力の計画。
京阪神奈良地区。六甲地区の公園道摩耶─奥摩耶の車道改良舗装と六甲
山と摩耶山に駐車場の設置。京阪神奈良の事業費が大きい割に事業計画が
不明である。
瀬戸内海地区。この地域は主として海上観光が利用されるので，観光船
への2250トン，９億円の特別融資55%，屋島，鷲羽山，宮島の３地区に園
地４カ所，駐車場１カ所の計画，瀬戸内海地域全体でホテル・旅館の660室
の新改良，ユースホステル，350人の収容力の計画。
別府阿蘇雲仙長崎地区。別府―湯布院―九重―阿蘇―熊本―三角，海を
渡り島原―雲仙―小浜―長崎に至る別府阿蘇長崎観光ルートの改良計画，
阿蘇国立公園では公園道として有料道路阿蘇山頂線への連絡道湯谷山上
線，雲仙天草国立公園では，有料道路仁田峠登山線と連絡する池ノ原小地
獄線の計画。
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阿蘇では，園地として大観望，古坊中，駐車場４カ所，駐車展望台１カ
所，雲仙天草では，園地として仁田峠，宝原，駐車場５カ所の計画。
この地域全体でホテル・旅館の370室の新改良，ユースホステル，500人
の収容力の計画。
阿寒札幌支笏洞爺地区。阿寒国立公園では，大楽毛―阿寒，弟子屈―阿
寒，美幌―弟子屈の道路改良，硫黄山の駐車場，清水沢，双岳台の駐車展
望台の計画。支笏洞爺国立公園では，札幌―虻田，地方道千歳支笏湖畔線，
洞爺湖畔昭和新山線の改良，支笏湖畔，登別温泉，洞爺湖温泉の駐車場の
駐車場，登別温泉と昭和新山の園航の計画。
この地域全体でホテル・旅館の100室の新改良，ユースホステルの450人
の収容力の計画。
仙台松島十和田地区。この地区は特に計画はなかった。
上信越高原地区。公園道として野尻湖周廻線が計画され，野尻湖畔，浅
間越，碓氷峠に駐車展望台を計画。ホテル・旅館の240室の新改良，ユース
ホステルの550人の収容力の計画。
京浜湘南，名古屋岐阜は，国立公園と直接関連しないとして，大井道夫
の報告では言及されなかった。
以上のように，観光施設整備４カ年計画の中で，とくに国立公園施設整
備４カ年計画が提起された。
表３－18に示したように，19国立公園に総額28億円が計上された。
４カ年の１年平均額は7.1億。１国立公園6454万円であった。
これらの数字は，1964－67年の国立公園部の自然公園施設整備費に近
い。すなわち，４カ年の1年平均額は7.1億円は，国立公園部の予算，1964
年の5.2億円，1965年の6.1億円，1966年の6.4億円，1967年の7.9億円に近
かった。このことは，国立公園部の自然公園施設整備費が，国立公園整備
４カ年計画に準拠して決定されたのではないかと考えられる。
しかしここで指摘しておきたいのは，国立公園部の自然公園施設整備費
は，あくまで直接国立公園にかかわる施設整備費であって，国際観光化の
高度成長期における貧弱な国立公園財政
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ための11地区の重点地区別施設事業費は，国立公園部の自然公園施設整備
費をはるかに超えて支出されており，国立公園のインフラ整備のために大
きな役割を果たしたと想定されるのである。
国立公園研究者としては，こうした膨大な経費のうち，ほんの一部１億
円程度を，例えば1964年の貧弱な国立公園維持管理費・1873万円に回せれ
ば，日本の国立公園制度は格段と立派な制度になったのではなかろうか，
と言いたくなる。ひとえにこうしたことを不可能にしているのは，政府の
国立公園制度への無理解であった。
表３−18　国立公園施設整備４カ年計画公園別一覧（1964―1968年）
（万円）
事業費 内重点地区の施設整備に含まれるもの　　　
阿寒 3700 1100
大雪山 6900 ―
支笏洞爺 8069 3785
十和田八幡平 8069 567
陸中海岸 1830 ―
磐梯朝日 5337 ―
日光 4億4037 3億8622
上信越高原 1億1233 4250
秩父多摩 5190 ―
富士箱根伊豆 9億9537 9億1387
中部山岳 1億5924 ―
伊勢志摩 5510 5270
吉野熊野 4023 700
大山隠岐 3585 ―
瀬戸内海 2億4252 1億1457
阿蘇 1億7823 1億5684
雲仙天草 1億3734 1億1974
西海 1085 ―
霧島 4013 ―
合計 28億4850 18億4806
注： 大井道夫「観光事業振興のための諸計画」，『国立公園』1959年10月，119号，７－８頁より。
28億4850÷４年=１年平均７億1212万円，これは実勢に近い。
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以上のように，観光施設整備４カ年計画は，相当程度が実現されていき，
国立公園の交通関係，宿泊施設などのインフラ整備に大いに役立ち，国民
の国立公園利用を急激に増大させることになった。しかもこうした国立公
園の観光化は，観光化に相応した国立公園の維持管理費のそれなりの増加
を伴わなかったから，国立公園の維持管理を疎かにし，国民の利用による
国立公園の自然，環境，景観の破壊を抑えることができなかった。
（２）当局による国立公園予算の増額要求
わが国の国立公園財政の僅少さにつては，よく知られた事実である。
田村剛は，しばしば国立公園財政の僅少さについて苦言を呈してきた。
田村は，1955年11月にも，「国立公園費年額４－5000万で何年かかったと
ころで，国立公園らしいものには成よりようがない」と国立公園予算の少
高度成長期における貧弱な国立公園財政
注
（１）拙稿「高度成長期における自然公園法下の国立公園制度の基本的枠組
（１）」，『経済志林』2012年，第80巻第２号，67－74頁。
（２）池ノ上容「国立公園の予算の問題点」，『国立公園』1957年11月，No.96，
３頁。
（３）同上，３頁。
（４）前掲拙稿，『経済志林』2012年，第80巻第２号，68－70頁。
（５）藤森謙一「有料道路と現状と将来」，『国立公園』1960年４月，No.125，12
頁。
（６）大井道夫「観光事業振興のための諸計画」，『国立公園』1959年10月，No.119，
２－３頁。
（７）同上，２頁。
（８）同上，２頁以下。
（９）前掲拙稿，『経済志林』2012年，第80巻第２号，68頁。
（10）堀正一『尾瀬―私の手帖から』，1979年，上毛新聞社，68頁。
（11）前掲「観光事業振興のための諸計画」，『国立公園』1959年10月，No.119，
６－７頁。
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なさを嘆いていた（1）。
すでに引用したように，1957年に自然公園法の制定に際しても，田村剛
は，「国立公園にたいする国家の関心は，決して十分だとはいえない」と述
べ，1957年度の「国立公園部の予算は，…１億8000万，うち国立公園国定
公園に対する施設費は１億円にすぎない。厚生省の全予算の600分の１に
すぎない。これは一体どうしたことだろうか」と指摘し，「来年の予算の予
算については，少くも５,６億円程度の自然公園施設整備費が計上されるよ
うに強く要望するものである」と主張した。
そして「毎年10億程度の国費が自然公園に投ぜられようになれば，これ
に呼応して地方費や民間資金はこれに倍加する額が公園に投資されるであ
ろうから，自然公園の施設は急速に改善され国民大衆の健全なレクリエー
ションを画期的に発展せしめる機運に向うであろう」と指摘した（2）。
田村の指摘のポイントは，自然公園施設整備費の少なさに重点があるが，
ともあれ，実際には，翌年の国立公園の予算は，総額で2.2億円，施設整備
費1.9億円が予算化されたにすぎなかった。田村剛の要求額の実現度は，総
額で５分の１程度であり，彼の不満のほどが知れる。
国立公園行政当局は，現場を預かる部署として，年々の国立公園予算に
満足していたわけではない。
1957年に国立公園部計画課員であった池ノ上容も「国立公園のために，
国が毎年割りあてる予算が，その『偉容』に比してあまりにも少額なこと
には，誰もが唖然とするようである」と述べ，施設整備費が「年額にして
８億もあれば」と指摘した（3）。
1966年に国立公園局管理課長だった岸野駿太は，「国立公園の予算は，
その絶対額がそもそも小さいということで大方の理解と同情があった」と
指摘している（4）。
国立公園部の年ごとの予算要求をみても，このことは確認できる。
表３－19に示したように，国立公園部は，1957年の自然公園法制定後５
年程度は，次年度の予算要求を，年度の実績よりほぼ５，６倍の大きさで
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おこなった。
すなわち，1957年には，前年度予算実績の1.7億円の6.5倍，11.2億円を
要求した。しかし実際には，2.2億円しか認められなかった。要求の実現度
は，20%でしかなかった。
1960年の場合は，1959年度の予算実績の2.3億円の2.7倍，6.4億円しか要
求しなかったため，実現率は，36.3%と若干高かった。
しかし国立公園部の予算要求は，1963年以降，急激に縮小の傾向を示し
ている。すなわち国立公園部の予算要求は，1963年度には，1962年の実績
の3.1倍であったが，1965年度には，1964年の実績の2.4倍に縮小し，さら
に1966年度には，1965年の実績の1.8倍に縮小し，1967年度の要求を除き，
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表３−19　国立公園予算当初要求額と実績
国立公園
部の要求
額
対前年度
予算倍数
決定され
た年度予
算額
要求の実
現率　%
国立公園
予算対前
年度伸率
%
厚生省予
算対前年
度伸率　
%
1957年 1.7億 12.4
1958年 11.2億 6.5 2.2億 20.0 27.1 5.7
1959年 10.3億 4.6 2.0億 20.2 －8.1 21.6
1960年 6.4億 2.7 2.3億 36.3 11.5 26.2
1961年 13.2億 5.7 3.2億 24.7 40.5 38.2
1962年 4.0億 23.6 19.6
1963年 12.4億 3.1 4.9億 39.5 22.8 21.7
1964年 14.7億 3.0 5.9億 49.2 19.1 20.4
1965年 14.2億 2.4 6.7億 47.1 14.2 20.8
1966年 13.2億 1.8 7.1億 54.4 6.6 20.4
1967年 21.1億 2.9 8.9億 42.5 25.3 15.7
1968年 16.7億 1.8 9.1億 54.4 2.2 14.5
1969年 14.5億 1.5 10.2億 70.3 12.0 17.6
1970年 19.7億 1.9 12.4億 62.9 21.5 22.1
1971年 22.4億 1.8 13.6億 60.5 9.6 18.0
1972年 33.2億 2.4 19.6億 89.1 44.1 22.7
1973年 30.9億 57.6 37.0
注：国立公園部の要求額は，『国立公園』誌掲載の各年度末の次年度の予算要求である。
　　厚生省予算の伸率は，厚生省『厚生省五十年史』資料編による。
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1971年度まで，２倍を超えることがなかった。
こうした傾向は，政府の国立公園への無理解，政府の厳しい予算抑制圧
力の結果であると同時に，国立公園部が大幅な予算要求を諦め，自己抑制
してきていることを示している。
また国立公園部予算の対前年度伸び率は，景気変動や政府の予算抑制策
の影響で，さまざまであった。
自然公園法が成立してからの国立公園予算は，1957年には，前年の1.1億
円から1.7億円へ，54.5%に急増し，1958年に，2.2億円，27.1%も増え，厚
生省の対前年度伸率よりはるかに高かった。1959年には，国立公園部予算
は，厚生省の対前年度伸率は21.6％だったにもかかわず，対前年度伸率は
マイナス8.1%となった。その後，1966年と1968年，1971年に国立公園部予
算の伸びが，縮小した。
いずれにしろ，ここで強調しておきたいことは，国立公園部の予算要求
が，高度成長期の当初には，当局の大きな予算への心情を反映して，かな
り高いものであったが，次第に予算要求自体が委縮していったということ
である。
注
（１）田村剛「国立公園の予算の問題点」，『国立公園』1955年11月，No.72，１
頁。
（２）田村剛「国立公園と国家予算」，『国立公園』1957年11月，No.96，１頁。
（３）池ノ上容「国立公園の予算の問題点」，『国立公園』1957年11月，No.96，
２－３頁。
（４）岸野駿太「昭和44年度国立公園予算の要求について」，『国立公園』1966
年10月，No.203，２頁。
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３　国立公園財政の充実方策の問題点
（1）貧弱な国立公園財政の補填策としての入園料徴収問題
国立公園の財政難を考えるとき，アメリカの例にならって，国立公園利
用を有料化し，入園料を徴収してはどうかという問題が提起される。
周知のように，日本の国立公園は，イギリスのように入園料をとらず，
無料で公開されてきたが，国立公園制度の元祖であるアメリカでは，設立
時から入園料を徴収してきた。そうした二つの事例には，それぞれ根拠が
あって，その是非を軽々に論じることはできない
しかし日本の貧弱な国立公園を念頭におくと，日本において国立公園の
入園料を徴収することは必要であったのではないかと考えることができる。
日本において国立公園の入園料徴収について初めて公的に提起したの
は，田村剛であった。当時国立公園協会理事長であり，国立公園審議会の
委員であり，何より日本の国立公園制定をリードしてきて，国立公園誕生
の父とも言われた田村剛は，1956年12月の『国立公園』誌に「国立公園の
入園料について」を発表した（1）。
その中で田村剛は，1956年10月の国立公園協会の役員総会で「国立公園
の施設整備のため，入園料のことを検討して見たらという私案を提起した」
ところ，「趣旨には賛成の者が多かったようであるが，その徴集の方法につ
いて幾多の問題があると思われる」と述べている。
この発言から入園料の徴収方法の如何で議論が分かれたことがわかる。
ともあれ田村剛は，アメリカでの入園料の徴収にふれ，アメリカではほと
んどの利用者が自動車で国立公園を利用するため「自動車で入園する者」
に対して入園料を課した。確か１台の自動車に21ドルであった。入園料は，
「道路の修繕費に充当する建前」であった。いずれにしろ入園料が国立公園
財政を補填するというシステムである。
ちなみに，1955年のアメリカ国立公園局の財政の場合，一般収入175.9億
高度成長期における貧弱な国立公園財政
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円，国立公園所管の収入144.8億円であったが，国立公園の入園料は，10.6
億円，国立公園内の施設入場料1.9億円であった。合わせて12.5億円であっ
た。国立公園の入園料等で得る収入は，国立公園所管の収入144.8億円の
8.6%であった。その他，国立公園および国立公園局が所管する収入は，多
いのであるが，ここでは，国立公園の入園料等で得る収入が，国立公園関
係の総収入8.6%にも達していた。
また個別国立公園の財政みても，入園料の大きさが窺える。例えば，1955
年のヨセミテ国立公園の場合，入園料は，2.6億円であった。この入園料
2.6億円は，ヨセミテ国立公園の収入の80.9%であり，ヨセミテ国立公園の
支出9.1億円の28.5%を占めていた（2）。
以上のようにアメリカ国立公園においては，国立公園の入園料が，国立
公園財政の中で大きな比重を占め，国立公園の運営に大きく貢献している
ことが確認できる。
アメリカの国立公園に通じていた田村剛は，わが国の国立公園の貧困な
事情を憂慮して国立公園の入園料問題を提起したのである（3）。
田村剛は，わが国の「動物園，水族館，博物館，美術館」では入場料を
徴集し，収入を「経営管理費の一部にあて」ており，「利用者を制限すると
いう主旨で」，「現に国民公園たる新宿御苑でも実施されているし」，「地方
公園でも文化財に指定されている岡山の後楽園や高松の栗林公園等その例
は少くない」と指摘する。
こうして田村剛は，「国立公園の場合には，利用者を制限するためにとい
う理由は薄弱であるが，道路広場苑池その他公共施設の維持又は改修或い
は一般管理等に充当するための入園料」の妥当性を主張した。
田村は，しかし「やはり徴集の方法」の問題があったと指摘する。
一般に「入園料を徴収するには，公園の入口で行うことにするのがよい」
と指摘するが，国立公園の存在形態を考慮して，柔軟な「徴集の方法」を
提起し，以下の論点を示した。
すなわち，第１に，「瀬戸内海のように，その入口が港湾であるような場
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合には，これを徴収する理由も少いし，又頗る煩わしいので，これをとら
ないこととする。」「鷲羽山とか屋島とかで局地的な陸上の入口」の場合も，
無視する。六甲山のドライブウエーのように有料の場合も，問題は残る。
第２に，「一体日本の国立公園には区域が分かれて入園口が多数にあっ
て，全体を利用することの少いものが沢山ある。」例えば富士箱根伊豆や中
部山岳や日光である。こうした場合，「局地的に徴集するようにする」，「従
って料金は個所により等差をつけるのがよい」と指摘する。
第３に，「公園」内に居住地や産業地があって，観光やレクリエーション
のために利用するのではない者に対して，これを徴収することは「除外し
てもよさそうであるが，しかし林産物や鉱石などを運搬して通路を損傷す
ることの甚だしいものについては，一考を要する」と指摘する。
第４に，「一般に自動車で入園する者と徒歩で入園する者とを区別するか
どうかは」，一概に言えないが「公園内の公共施設の内容と分量」とを考慮
して可否を決める旨を主張した。
第５に，国立公園の「入園料の額」について指摘する。
「入園料の額」は，「公園により地区により，大きく開くのが至当であっ
て，まず10円から50円位の範囲」「平均30円」「学生割引等を考慮して実収
20円」と想定する。ちなみに，1956年頃の賃金の日当・日給は，590円，
コーヒーは50－100円，煙草のピースが40円，銭湯料金16円，理髪料金145
円であった（4）。
田村は，当時の物価水準を考慮すると入園料を相当安めに設定していた
ことがわかる。
そして，当時の国立公園の利用者4000万人の7.5掛けの3000万人から平均
20円を徴集して，６億円の収入を想定した。
田村剛は，６億円の収入は「現在の国並に地方庁の国立公園費に比べて，
頗る大きな数字である」と評し，「この収入を国と地方とで合理的に按分し
て，それを国立公園の施設整備費にあてるとすれば，国立公園の公共施設
は急速に改善されるものと思われる」と指摘した。
高度成長期における貧弱な国立公園財政
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最後に田村は，「とにかく入園料又は使用料の徴集は，大きな問題であ
り，各方面から検討を要する案件ともなるので，国立公園審議会なり，或
いは特別機関でも設けて，審議して見たらどうか。一部に反対の意見もあ
るようだから，ここに私見を述べて，大方の批判を乞いたいと思う」と締
めくくった。
私は，日本の伝統的に貧しい国立公園財政を幾分とも根本的に改善しよ
うとする田村剛の主張を，細かな点についてはなお十分に検討すべき点が
多かったとはいえ，基本的に必要かつ適切で妥当な提案だったと評価した
い。
ところが，「大きな問題」であった「入園料又は使用料の徴集」の問題
は，「各方面から検討を要する案件」であり，「国立公園審議会なり，或い
は特別機関でも設けて，審議して見たらどうか」との田村の呼びかけにも
かかわらず，その後，高度成長期には広く公に論議された気配がない。
1958年11月に元国立公園官僚で，当時自然公園審議会委員であった石神
甲子郎は，国立公園の入園料についてについて言及し，「厚生省の国有地と
する様な法的措置と予算計上を心から希う次第である」といい，「阿蘇山頂
の入場料問題もこの方法で解決するのがよいと思う」と述べた（5）。
国立公園の入園料問題は，田村剛に近い元国立公園官僚ではささやかれ，
一部の国立公園において，国立公園の一部地域の入場料として問題になっ
ていたようであるが，管見する限り，表面化しなかったようである。
私には今，何故そうなったのかを明らかにする能力がないが，恐らく「入
園料又は使用料の徴集」に反対する勢力が，問題を論議することを抑えて
しまったのだと考える。貧弱な国立公園制度を幾分でも克服する糸口を提
起したこの問題提起を無視し抑圧されたことが残念でならない。
ちなみにその後，環境庁に国立公園行政が移管された1970年代に入っ
て，国立公園の入園料が再び問題となった。環境庁長官の諮問機関である
自然環境保全審議会の自然環境部会は，1976年１月「自然保護のための費
用負担問題検討中間報告」を提出して，「公的負担による直接的負担，公的
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規制に伴う反射的（又は間接的）負担及び保護管理等の特別の負担の三つ
に分けて」論じ，国立公園の利用者負担にもふれた（6）。
この中間報告に注目して，1976年５月に，北海道生活環境部自然保護課
に籍をおいていた元レンジャーの俵浩三氏は，北海道自然保護協会『会報』
に「自然公園の入園料問題について」を発表した。俵氏は，中間報告の要
点を紹介し「自然公園の入園料問題には困難な条件が山積している。その
中で，この問題が国民的コンセンサスを得られるかどうかも，一つの大き
な鍵とならう」と指摘した。
しかし1970年代にも公式に国立公園の入園料問題が提起されたが，その
後，この問題が積極的に取り上げられた気配はなかった。
ただし1980年代になって，入園料問題が再びクローズアップされた。
1980年代末に，国立公園の過剰利用に絡んで，おもに国立公園への入園規
制の問題として復活した。
問題を提起したのは1988年５月に国会議員，学者，文化人らの有志でつ
くられた「尾瀬を守る懇話会」（世話人代表，元環境庁長官，大石武一）で
あった（7）。
環境庁も，尾瀬の入山料金問題に注目し，1989年８月には，「日光国立
公園尾瀬地区保全対策推進連絡協議会」を，群馬，福島，新潟３県と群馬
県片品村など３村の代表が出席して，開催した。
この提案に，真っ先に桧枝岐村が反対した。環境庁は動揺した。
1990年４月，『読売新聞』が，「国立公園有料化法案〈国立公園の特定地
域における自然環境の保全及び利用環境の確保に関する特別措置法〉を取
り上げ，〈尾瀬だけの環境保全のために国が徴収するには無理がある〉，〈初
めに有料化ありきの印象は免れない〉と報じたため，この論議も消沈して
しまった」と報じて，尾瀬の入山料金問題に水をさした（8）。その後，この
問題は，残念ながら論議がすすまず，再び消滅した。
国立公園入園料の問題については，その後度々浮上するが，その際に詳
しく検討することにしたい。
高度成長期における貧弱な国立公園財政
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（２）国立公園観光経済からみた国立公園財源の可能性
国立公園の財政を考える場合，国立公園が生み出す経済効果を取り上げ
なければならない。国立公園に行って，国民がそこで消費する金額は，そ
れなりの額に達している。とくに高度成長期に，国立公園の利用者がしだ
いに増加していったから，当然，国立公園での消費額も増加していった。
自然公園審議会の委員であり，元厚生省予防衛生局長であった浜野規矩
雄は，1958年11月に「私は何時も頭の中を去らないものは国立公園で消費
される金は全部国立公園に返してもらいたいことだ」（1）と述べた。
しかしこの問題提起を受けて，誰もこの重要な問題を取り上げなかった
が，私は，この重要な問題についてここで若干論じておきたい。
表３－20は，データは十分ではないが，国民が国立公園を訪れてそこで
消費した総額を示したものである。
1958年の国立公園での消費額は，618.3億円であったが，次第に増加し，
1960年には，1157.1億円，1963年には，1770.1億円，1964年は，1799.7億
注
（１）田村剛「国立公園の入園料について」，『国立公園』1956年12月，No.85，
９頁。
（２）川嶋三郎「アメリカの国立公園の予算」，『国立公園』1957年１・２月，
No.86・７，９頁。
（３）前掲田村剛稿，９頁。
（４）岩崎爾郎『物価の世相100年』，1982年，読売新聞社，287，293，295，297
頁参照。
（５）石神甲子郎「国立公園の予算に対する希望」，『国立公園』1958年11月，
No.108，６頁。
（６）山崎卓「自然保護のための費用負担問題中間報告について」，『国立公園』
1976年５月，No.318.
（７）川俣修寿「レジャー現場の過剰利用問題」，村串・安江編『レジャーと現
代社会』，1999年，法政大学出版局，336頁。
（８）同上，335頁。
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円，1969年には，4624.8億円にまで増加した。
そもそもこうした国立公園が生み出した経済効果は，どの程度の大きさ
なのであろうか。ここで他の産業，業種が生み出す生産額と比較してみた
い。
例えば，1963年の食品工業の出荷額と比べてみよう。食品製造業合計の
出荷額は，３兆0062億円だった。そのうち，飲料業は6975億円，パン・菓
子業は4815億円，水産食料業は3159億円，調味料業は1867億円だった（2）。
国立公園に落ちた消費額は，1964年には約1799億円だったから，国立公
園経済が作り出した価値は，桁外れに大きいとは言えないにしても，食品
工業内の中業種の調味料業（1867億円）程度の規模だったことがわかる。
だからここで確認しておきたいのは，国立公園の国民的な利用は，相当
の金額を稼いでいるのに，国立公園を管理維持する費用は，余りにも少な
いということである。
例えば，1964年の国立公園部の予算は，5.9億円，国立公園維持管理費
は，6100万円にしかすぎなかったが，この安上がりの国立公園の作り出た
価値，1799.7億円は，国立公園部予算の305倍，国立公園維持管理費の2950
倍の価値だったのである。
1969年についてみれば，1969年の国立公園部の予算10.2億円，国立公園
表３−20　国立公園で支出される消費額
消費額　単位億円
1958年 618.3
1959年 743.2
1960年 1157.1
1961年 1247.8
1962年 1546.3
1963年 1770.1
1964年 1799.7＊
1969年 4624.8
注： 『国立公園』1966年，No.198，1971年，No.203，より作成。1964年は，総計で合計が出され
ていないが，欠けている伊勢志摩，吉野熊野の実績を加えれば1949。７億円くらいになる。
高度成長期における貧弱な国立公園財政
100
維持管理費3604万円にすぎなかったから，この安上がりの国立公園は，
4624.8億円の価値を作り出し，国立公園部の予算の453倍の価値，国立公園
維持管理費の１万2830倍の価値を稼ぎ出しているのである。
一般論としても，相当の額を稼いでいる国立公園は，国立公園のために
稼いでいる額に見合う費用を充当されてしかるべきである。国立公園を利
用はするが国立公園の維持管理に費用を掛けないというのであれば，国立
公園は，収奪されるだけであり，国民の利用によって荒廃し，国立公園の
貴重な自然，環境，景観は，破壊され，消滅してしまうだけである。
そうした危険性は，戦後末期から高度成長期にかけて，政府の国立公園
軽視の政策と極度に貧弱な国立公園保護維持費による脆弱な国立公園保護
管理機構のもとで，国立公園の利用者が急増してくるなかで，現実化しつ
つあった。
私は，国立公園が，国立公園保護維持費を補填するに十分な価値を作り
出していることを強調し，政府は，国立公園が稼ぎ出した消費額に相応し
い金額を国立公園管理保護維持費に出すべきであったと指摘したい。また
このことは，今日においてもなお強力に主張し続けられなければならない
ことである。
注
（１）浜野規矩雄「私の希望」，『国立公園』1958年11月，No.108，５頁。
（２）名島太郎編『日本産業読本』，東洋経済新報社，1968年，323頁。
